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承第６号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２

年４月２３日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

美濃加茂市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制

定する。 

記 

美濃加茂市後期高齢者医療に関する条例の一部を改正する条例 

美濃加茂市後期高齢者医療に関する条例（平成２０年美濃加茂市条例第５号）の

一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（趣旨） （趣旨） 

第１条 市が行う後期高齢者医療の事務につ

いては、法令及び岐阜県後期高齢者医療広域

連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９

年岐阜県後期高齢者医療広域連合条例第３

２号。以下「広域連合条例」という。）に定

めがあるもののほか、この条例の定めるとこ

ろによる。 

第１条 市が行う後期高齢者医療の事務につ

いては、法令及び岐阜県後期高齢者医療広域

連合後期高齢者医療に関する条例（平成１９

年条例第３２号。以下「広域連合条例」とい

う。）に定めがあるもののほか、この条例の

定めるところによる。 

（市において行う事務） （市において行う事務） 

第２条 市は、保険料の徴収並びに高齢者の医

療の確保に関する法律施行令（平成１９年政

令第３１８号）第２条並びに高齢者の医療の

確保に関する法律施行規則（平成１９年厚生

第２条 市は、保険料の徴収並びに高齢者の医

療の確保に関する法律施行令（平成１９年政

令第３１８号）第２条並びに高齢者の医療の

確保に関する法律施行規則（平成１９年厚生
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労働省令第１２９号）第６条及び第７条に規

定する事務のほか、次の各号に掲げる事務を

行うものとする。 

労働省令第１２９号）第６条及び第７条に規

定する事務のほか、次の各号に掲げる事務を

行うものとする。 

(1)～(7) （略） (1)～(7) （略） 

(8) 広域連合条例附則第１５条の傷病手当

金の支給に係る申請書の提出の受付 

(9) （略） (8) （略） 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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承第７号

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２

年４月３０日別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告

し、承認を求める。 

令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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承第８号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２

年４月３０日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

美濃加茂市税条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市税条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市税条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市税条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市税条例（昭和２９年美濃加茂市条例第１９号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

 （読替規定）  （読替規定） 

第６条 法附則第１５条から第１５条の３の

２まで、第６１条又は第６２条の規定の適用

がある各年度分の固定資産税に限り、第４０

条の２第８項中「又は第３４９条の３の４か

ら第３４９条の５まで」とあるのは、「若し

くは第３４９条の３の４から第３４９条の

５まで又は法附則第１５条から第１５条の

３の２まで、第６１条若しくは第６２条」と

する。 

第６条 法附則第１５条から第１５条の３の

２までの規定の適用がある各年度分の固定

資産税に限り、第４０条の２第８項中「又は

第３４９条の３の４から第３４９条の５ま

で」とあるのは、「若しくは第３４９条の３

の４から第３４９条の５まで又は法附則第

１５条から第１５条の３の２まで」とする。
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 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合) 

 （法附則第１５条第２項第１号等の条例で定

める割合) 

第６条の２ （略） 第６条の２ （略） 

２～１８ （略） ２～１８ （略） 

１９ 法附則第６２条に規定する市の条例で

定める割合は、零とする。 

（軽自動車税の環境性能割の非課税） （軽自動車税の環境性能割の非課税） 

第１２条の２ 法第４５１条第１項第１号（同

条第４項において準用する場合を含む。）に

掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに

限る。以下この条において同じ。）に対して

は、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元

年１０月１日から令和３年３月３１日まで

の間（附則第１２条の６第３項において「特

定期間」という。）に行われたときに限り、

第６４条第１項の規定にかかわらず、軽自動

車税の環境性能割を課さない。 

第１２条の２ 法第４５１条第１項第１号（同

条第４項において準用する場合を含む。）に

掲げる３輪以上の軽自動車（自家用のものに

限る。以下この条において同じ。）に対して

は、当該３輪以上の軽自動車の取得が令和元

年１０月１日から令和２年９月３０日まで

の間（附則第１２条の６第３項において「特

定期間」という。）に行われたときに限り、

第６４条第１項の規定にかかわらず、軽自動

車税の環境性能割を課さない。 

（個人の市民税の税率の特例等） （個人の市民税の税率の特例等） 

第２４条 （略） 第２４条 （略） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収

猶予の特例に係る手続等） 

第２５条 第９条第７項の規定は法附則第５

９条第３項において準用する法第１５条の

２第８項に規定する条例で定める期間につ

いて準用する。 

第２条 美濃加茂市税条例の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

 （読替規定）  （読替規定） 

第６条 法附則第１５条から第１５条の３の

２まで、第６３条又は第６４条の規定の適用

がある各年度分の固定資産税に限り、第４０

条の２第８項中「又は第３４９条の３の４か

第６条 法附則第１５条から第１５条の３の

２まで、第６１条又は第６２条の規定の適用

がある各年度分の固定資産税に限り、第４０

条の２第８項中「又は第３４９条の３の４か
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ら第３４９条の５まで」とあるのは、「若し

くは第３４９条の３の４から第３４９条の

５まで又は法附則第１５条から第１５条の

３の２まで、第６３条若しくは第６４条」と

する。 

ら第３４９条の５まで」とあるのは、「若し

くは第３４９条の３の４から第３４９条の

５まで又は法附則第１５条から第１５条の

３の２まで、第６１条若しくは第６２条」と

する。 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合） 

（法附則第１５条第２項第１号等の条例で

定める割合) 

第６条の２ （略） 第６条の２ （略） 

２～１８ （略） ２～１８ （略） 

１９ 法附則第６４条に規定する市の条例で

定める割合は、零とする。 

１９ 法附則第６２条に規定する市の条例で

定める割合は、零とする。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収

猶予の特例に係る手続等） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る徴収

猶予の特例に係る手続等） 

第２５条 （略） 第２５条 （略） 

（新型コロナウイルス感染症等に係る寄附

金税額控除の特例） 

第２６条 所得割の納税義務者が、新型コロナ

ウイルス感染症等の影響に対応するための

国税関係法律の臨時特例に関する法律（令和

２年法律第２５号。次条において「新型コロ

ナウイルス感染症特例法」という。）第５条

第４項に規定する指定行事のうち、市長が指

定するものの中止若しくは延期又はその規

模の縮小により生じた当該指定行事の入場

料金、参加料金その他の対価の払戻しを請求

する権利の全部又は一部の放棄を同条第１

項に規定する指定期間内にした場合には、当

該納税義務者がその放棄をした日の属する

年中に法附則第６０条第４項に規定する市

町村放棄払戻請求権相当額の法第３１４条

の７第１項第３号に掲げる寄附金を支出し

たものとみなして、第２６条の８の規定を適

用する。 

（新型コロナウイルス感染症等に係る住宅
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借入金等特別税額控除の特例） 

第２７条 所得割の納税義務者が前年分の所

得税につき新型コロナウイルス感染症特例

法第６条第４項の規定の適用を受けた場合

における附則第３条の３の２第１項の規定

の適用については、同項中「令和１５年度」

とあるのは、「令和１６年度」とする。 

   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年１月１

日から施行する。 
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承第９号 

専決処分の承認を求めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２

年４月３０日次のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

記 

美濃加茂市都市計画税条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市都市計画税条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市都市計画税条例（昭和３２年美濃加茂市条例第１号）の一部を

次のように改正する。 

改正後 改正前 

附 則 附 則 

１～１２ （略） １～１２ （略） 

１３ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

８項から第２２項まで、第２４項、第２５項、

第２９項、第３３項、第３７項から第３９項

まで、第４２項から第４４項まで、第４７項

若しくは第４８項、第１５条の２第２項、第

１５条の３又は第６１条の規定の適用がある

各年度分の都市計画税に限り、第２条第２項

中「又は第３３項」とあるのは「若しくは第

３３項又は法附則第１５条から第１５条の３

まで若しくは第６１条」とする。 

１３ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

８項から第２２項まで、第２４項、第２５項、

第２９項、第３３項、第３７項から第３９項

まで、第４２項から第４４項まで、第４７項

若しくは第４８項、第１５条の２第２項又は

第１５条の３の規定の適用がある各年度分

の都市計画税に限り、第２条第２項中「又は

第３３項」とあるのは「若しくは第３３項又

は法附則第１５条から第１５条の３まで」と

する。

第２条 美濃加茂市都市計画税条例の一部を次のように改正する。 
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改正後 改正前 

附 則 附 則 

１～１２ （略） １～１２ （略） 

１３ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

８項から第２２項まで、第２４項、第２５項、

第２９項、第３３項、第３７項から第３９項

まで、第４２項から第４４項まで、第４７項

若しくは第４８項、第１５条の２第２項、第

１５条の３又は第６３条の規定の適用がある

各年度分の都市計画税に限り、第２条第２項

中「又は第３３項」とあるのは「若しくは第

３３項又は法附則第１５条から第１５条の３

まで若しくは第６３条」とする。 

１３ 法附則第１５条第１項、第１３項、第１

８項から第２２項まで、第２４項、第２５項、

第２９項、第３３項、第３７項から第３９項

まで、第４２項から第４４項まで、第４７項

若しくは第４８項、第１５条の２第２項、第

１５条の３又は第６１条の規定の適用があ

る各年度分の都市計画税に限り、第２条第２

項中「又は第３３項」とあるのは「若しくは

第３３項又は法附則第１５条から第１５条

の３まで若しくは第６１条」とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和３年１月１

日から施行する。 
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承第１０号

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２

年５月１２日別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告

し、承認を求める。 

令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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承第１１号

専決処分の承認を求めることについて 

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和２

年６月２日別紙のとおり専決処分したので、同条第３項の規定によりこれを報告し、

承認を求める。 

令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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議第５１号 

美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定す

る。 

令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市職員の給与に関する条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市職員の給与に関する条例（昭和２９年美濃加茂市条例第２３号）の一

部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（地域手当） （地域手当） 

第１１条の２ 地域手当は、規則で定める地

域に在勤する職員に支給する。 

第１１条の２ 職員に地域手当を支給する。 

２ 地域手当の月額は、給料、管理職手当及

び扶養手当の月額の合計額に１００分の２

０を超えない範囲内で規則で定める割合を

乗じて得た額とする。 

２ 地域手当の月額は、給料、管理職手当及

び扶養手当の月額の合計額に１００分の３

を乗じて得た額とする。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行し、改正後の第１１条の２の規定は、令和２年４

月１日から適用する。 
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議第５２号 

美濃加茂市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例に 

ついて 

美濃加茂市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例を下記のとお

り制定する。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市災害弔慰金の支給等に関する条例（昭和４９年美濃加茂市条例第１７

号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

目次 

第１章 総則（第１条・第２条） 

第２章 災害弔慰金の支給（第３条－第８ 

条） 

第３章 災害障害見舞金の支給（第９条－第

 １１条） 

第４章 災害援護資金の貸付け（第１２条－

 第１５条） 

第５章 雑則（第１６条・第１７条） 

（目的） （目的） 

第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関

する法律（昭和４８年法律第８２号。以下

「法」という。）及び災害弔慰金の支給等に関

する法律施行令（昭和４８年政令第３７４

号。以下「令」という。）の規定に準拠し、災

害により死亡した市民の遺族に対する災害

弔慰金及び災害により精神又は身体に著し

い障害を受けた市民に対する災害障害見舞

第１条 この条例は、災害弔慰金の支給等に関

する法律（昭和４８年法律第８２号。以下

「法」という。）及び災害弔慰金の支給等に関

する法律施行令（昭和４８年政令第３７４

号。以下「令」という。）の規定に準拠し、災

害により死亡した市民の遺族に災害弔慰金

若しくは災害により精神若しくは身体に著

しい障害を受けた市民に災害障害見舞金の
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金の支給を行い、並びに災害により被害を受

けた世帯の世帯主に対する災害援護資金の

貸付けを行い、もつて市民の福祉及び生活の

安定に資することを目的とする。 

支給を行い、又は災害により被害を受けた世

帯の世帯主に災害援護資金の貸付けを行い、

もつて市民の福祉及び生活の安定に資する

ことを目的とする。 

（定義） （定義） 

第２条 この条例において「市民」とは、災害

により被害を受けた当時、市内に住所を有し

ていた者をいう。 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる

用語の定義は、それぞれ該当各号に掲げると

ころによる。 

  (1) 災害 令第１号に規定する災害をいう。

 (2) 市民 災害により被害を受けた当時、こ

の市の区域内に住所を有した者をいう。 

（災害弔慰金の支給） （災害弔慰金の支給） 

第３条 市は、市民が令第１条に規定する災害

（以下この章及び次章において単に「災害」

という。）により死亡したときは、その者の遺

族に対し、災害弔慰金の支給を行うものとす

る。 

第３条 市は、災害により死亡した市民の遺族

に対し、災害弔慰金の支給を行うものとす

る。 

（災害弔慰金を支給する遺族） （災害弔慰金を支給する遺族） 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、

法第３条第２項の遺族の範囲とし、その順位

は次に掲げるとおりとする。 

第４条 災害弔慰金を支給する遺族の範囲は、

法第３条第２項の遺族の範囲とし、その順位

は次に掲げるとおりとする。 

(1) 災害により死亡した者（以下「死亡者」

という。）の死亡当時において、その死亡者

により生計を主として維持していた遺族

（兄弟姉妹を除く。以下この項において同

じ。）を先にし、その他の遺族を後にする。

(1) 死亡した者の死亡当時において、その死

亡者により生計を主として維持していた

遺族（兄弟姉妹を除く。以下この項におい

て同じ。）を先にし、その他の遺族を後にす

る。 

(2) 前号の場合において、同順位の遺族につ

いては、次に掲げる順序とする。 

 イ 配偶者（婚姻の届出をしていないが事

実上婚姻関係と同様の事情にあつた者

を含み、離婚の届出をしていないが事実

上離婚したと同様の事情にあつた者を

除く。以下同じ。） 

 ロ～ホ （略） 

(2) 前号の場合において、同順位の遺族につ

いては、次に掲げる順序とする。 

 イ 配偶者 

 ロ～ホ （略） 
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(3) 死亡者に係る配偶者、子、父母、孫又は

祖父母のいずれもが存在しない場合であ

つて兄弟姉妹がいるときは、その兄弟姉妹

（死亡者の死亡当時その者と同居し、又は

生計を同じくしていた者に限る。）に対し

て、災害弔慰金を支給するものとする。 

(3) 死亡した者に係る配偶者、子、父母、孫

又は祖父母のいずれもが存在しない場合

であって兄弟姉妹がいるときは、その兄弟

姉妹（死亡した者の死亡当時その者と同居

し、又は生計を同じくしていた者に限る。）

に対して、災害弔慰金を支給するものとす

る。 

（災害弔慰金の額） （災害弔慰金の額） 

第５条 死亡者１人当たりの災害弔慰金の額

は、その死亡者が死亡当時においてその死亡

に関し災害弔慰金を受けることができるこ

ととなる者の生計を主として維持していた

場合にあつては５００万円とし、その他の場

合にあつては２５０万円とする。ただし、死

亡者がその死亡に係る災害に関し既に次章

に規定する災害障害見舞金の支給を受けて

いる場合は、これらの額から当該支給を受け

た災害障害見舞金の額を控除した額とする。

第５条 災害により死亡した者１人当たりの

災害弔慰金の額は、その死亡者が死亡当時に

おいてその死亡に関し災害弔慰金を受ける

ことができることとなる者の生計を主とし

て維持していた場合にあつては５００万円

とし、その他の場合にあつては２５０万円と

する。ただし、死亡者がその死亡に係る災害

に関し既に次章に規定する災害障害見舞金

の支給を受けている場合は、これらの額から

当該支給を受けた災害障害見舞金の額を控

除した額とする。 

（死亡の推定） （死亡の推定） 

第６条 災害の際現にその場に居合わせた者

についての死亡の推定については、法第４条

の規定によるものとする。 

第６条 災害の際現にその場にいあわせた者

についての死亡の推定については、法第４条

の規定によるものとする。 

（支給の制限） （支給の制限） 

第７条 災害弔慰金は、次の各号に掲げる場合

には支給しない。 

第７条 弔慰金は、次の各号に掲げる場合には

支給しない。 

(1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

（災害障害見舞金の支給） （災害障害見舞金の支給） 

第９条 市は、市民が災害により負傷し、又は

疾病にかかり、治つたとき（その症状が固定

したときを含む。）に法別表に掲げる程度の

障害があるときは、当該市民（以下「障害者」

という。）に対し、災害障害見舞金の支給を行

うものとする。 

第９条 市は、災害により負傷し、又は疾病に

かかり、治つたとき（その症状が固定したと

きを含む。）に法別表に掲げる程度の障害が

生じた市民（以下「障害者」という。）に対し、

災害障害見舞金の支給を行うものとする。 
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（災害援護資金の貸付け） （災害援護資金の貸付け） 

第１２条 市は、令第３条に掲げる災害（以下

この章において単に「災害」という。）により、

法第１０条第１項各号に掲げる被害を受け

た世帯の市民である世帯主に対し、その生活

の立て直しに資するため、災害援護資金の貸

付けを行うものとする。 

２ （略） 

第１２条 市は、令第３条に掲げる災害によ

り、法第１０条第１項各号に掲げる被害を受

けた世帯の世帯主（市民に限る。）に対し、そ

の生活の立て直しに資するため、災害援護資

金の貸付けを行うものとする。 

２ （略） 

（災害援護資金の限度額等） （災害援護資金の限度額等） 

第１３条 災害援護資金の１災害における１

世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該

世帯の被害の種類及び程度に応じ、それぞれ

次の各号に掲げるとおりとする。 

第１３条 災害援護資金の１災害における１

世帯当たりの貸付限度額は、災害による当該

世帯の被害の種類及び程度に応じ、それぞれ

次の各号に掲げるとおりとする。 

(1) 療養に要する期間がおおむね１月以上

である世帯主の負傷（以下「世帯主の負傷」

という。）があり、かつ、次のいずれかに該

当する場合 

(1) 療養に要する期間がおおむね１月以上

である世帯主の負傷があり、かつ、次のい

ずれかに該当する場合 

イ～ニ （略） イ～ニ （略） 

(2) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれ

かに該当する場合 

 イ～ハ （略） 

 ニ 住居の全体が滅失し、又は流出した場

合 ３５０万円 

(2) 世帯主の負傷がなく、かつ、次のいずれ

かに該当する場合 

 イ～ハ （略） 

 ニ 住居の全体が滅失若しくは流出した

場合 ３５０万円 

(3) 第１号ハ又は前号ロ若しくはハにおい

て、被災した住居を建て直すに際しその住

居の残存部分を取り壊さざるを得ない場

合等特別の事情がある場合には、「２７０

万円」とあるのは「３５０万円」と、「１７

０万円」とあるのは「２５０万円」と、「２

５０万円」とあるのは「３５０万円」と読

み替えるものとする。 

(3) 第１号ハ又は前号ロ若しくはハにおい

て、被災した住居を建て直すためにその住

居の残存部分を取り壊さざるを得ない場

合等特別の事情がある場合には、「２７０

万円」とあるのは「３５０万円」と、「１７

０万円」とあるのは「２５０万円」と、「２

５０万円」とあるのは「３５０万円」と読

み替えるものとする。 

２ （略） ２ （略） 

（保証人及び利率） （保証人及び利率） 

第１４条 （略） 第１４条 （略） 
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２ （略） ２ （略） 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付け

を受けた者と連帯して債務を負担するもの

とし、その保証債務は、令第９条の違約金を

包含するものとする。 

３ 第１項の保証人は、災害援護資金の貸付け

を受けた者と連帯して債務を負担するもの

とし、その保証債務は、法第９条の違約金を

包含するものとする。 

（償還等） （償還等） 

第１５条 （略） 第１５条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 償還金の支払猶予、償還免除、報告等、一

時償還及び違約金については、法第１３条、

第１４条第１項及び第１６条並びに令第８

条、第９条及び第１２条の規定によるものと

する。 

３ 償還免除、一時償還、違約金及び償還金の

支払猶予については、法第１３条第１項及び

令第８条から第１１条までの規定によるも

のとする。 

第５章 雑則 

（美濃加茂市災害弔慰金等支給審査委員会）

第１６条 法第１８条の合議制の機関として、

美濃加茂市災害弔慰金等支給審査委員会（以

下「委員会」という。）を置く。 

２ 委員会は、委員５人以内で組織する。 

３ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委

嘱する。 

(1) 医師 

(2) 弁護士 

(3) 市長が適当と認める者 

４ 委員の任期は、審議事項の諮問を受けてか

ら答申を行うまでとし、再任を妨げない。た

だし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期

間とする。 

５ 市長は、委員会に特別又は専門の事項を審

議させるため必要があるときは、臨時委員を

置くことができる。 

（委任） （委任） 

第１７条 この条例の施行に関し必要な事項 第１６条 この条例の施行に関し、必要な事項
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は、規則で定める。 は、規則で定める。 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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議第５３号 

   美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例につい 

   て 

 美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例を下記のとおり制

定する。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 

記 

美濃加茂市附属機関の設置に関する条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市附属機関の設置に関する条例（平成２３年美濃加茂市条例第２号）の

一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第１条―第４条関係） 別表（第１条―第４条関係） 

１ 市長の附属機関 １ 市長の附属機関 

附属機

関名 

所掌事項 委員の構成委員の

定数 

委員の

任期 

（略） 

美 濃 加

茂 市 空

家 等 対

策 審 議

会 

（略） （略） （略）（略）

附属機

関名 

所掌事項 委員の構成委員の

定数 

委員の

任期 

（略） 

美 濃 加

茂 市 空

家 等 対

策 審 議

会 

（略） （略） （略）（略）

美 濃 加

茂 市 未

来 の ま

ち づ く

り 委 員

会 

新庁舎整備

基本計画及

び立地適正

化計画に関

すること。

(1) 学識経

験を有す

る者 

(2) 市長が

適当と認

める者 

１０人

以内 

審議事

項の諮

問を受

けてか

ら答申

を行う

まで 

- 80 -



美 濃 加

茂 市 権

利 擁 護

支 援 審

議会（成

年 後 見

制 度 の

利 用 の

促 進 に

関 す る

法律（平

成 ２ ８

年 法 律

第 ２ ９

号）第１

４ 条 第

２ 項 に

基 づ

く。） 

(1) 成年後

見制度の

利用の促

進に関す

る法律第

１４条第

２項に規

定する基

本的な事

項の調査

審議に関

す る こ

と。 

(2) 美濃加

茂市権利

擁護支援

センター

が実施す

る事業の

監督に関

す る こ

と。 

(1) 成年後

見制度に

関し専門

的知識を

有する者

(2) 関係団

体の代表

者等 

１１人

以内 

１年 

２ 教育委員会の附属機関 ２ 教育委員会の附属機関 

（略） （略） 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 令和２年度の美濃加茂市権利擁護支援審議会委員の任期は、別表の規定にかか

わらず、令和３年３月３１日までとする。 
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議第５４号 

   美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一 

部を改正する条例について 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改正す

る条例を下記のとおり制定する。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

   美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を改

正する条例 

美濃加茂市非常勤の特別職職員の報酬及び費用弁償に関する条例（昭和４２年美

濃加茂市条例第１０号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

別表（第２条、第５条関係） 別表（第２条、第５条関係） 

区分 根拠となる法律、条

例等 

報酬

の額

費用

弁償

（略） 

公務災害補

償等認定委

員会委員 

（略） （略）（略）

公務災害補

償等審査会

委員 

給食センタ

ー運営委員

会委員 

（略）   

美濃加茂市

災害弔慰金

等支給審査

美濃加茂市災害弔慰

金の支給等に関する

条例（昭和４９年美濃

区分 根拠となる法律、条

例等 

報酬

の額

費用

弁償

（略） 

公務災害補

償等認定委

員会委員及

び審査会委

員 

（略） （略）（略）

給食センタ

ー運営委員

会委員 

（略）   
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委員会委員 加茂市条例第１７号）

美濃加茂市

都市計画審

議会委員 

（略）   

（略） 

美濃加茂市

空家等対策

審議会委員

（略） （略）（略）

美濃加茂市

教育振興基

本計画策定

委員会委員

美濃加茂市

権利擁護支

援審議会委

員 

美濃加茂市

地籍調査推

進員 

（略） 

（略） 

美濃加茂市

都市計画審

議会委員 

（略）   

（略） 

美濃加茂市

空家等対策

審議会委員

（略） （略）（略）

美濃加茂市

未来のまち

づくり委員

会 

美濃加茂市

教育振興基

本計画策定

委員会委員

美濃加茂市

地籍調査推

進員 

（略） 

（略） 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。 
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議第５５号 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市印鑑条例の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市印鑑条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市印鑑条例（昭和５０年美濃加茂市条例第２号）の一部を次のよ

うに改正する。 

改正後 改正前 

（端末機による印鑑登録証明書の申請及び

交付） 

（端末機による印鑑登録証明書の申請及び

交付） 

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑

の登録を受けている者は、自ら証明書等の交

付を受けるための専用の端末機に印鑑登録

証及び暗証番号（印鑑登録証の不正な使用を

防止するために暗証として入力される番号

で、登録申請者又は印鑑の登録を受けている

者が市長に届け出たものをいう。次条におい

て同じ。）を使用して入力することにより、

印鑑登録証明書の交付を申請し、その交付を

受けることができる。 

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑

登録証明書の交付を受けようとする者は、自

ら証明書等の交付を受けるための専用の端

末機に印鑑登録証及び暗証番号（印鑑登録証

の不正な使用を防止するために暗証として

入力される番号で、登録申請者又は印鑑の登

録を受けている者が市長に届け出たものを

いう。以下同じ。）を使用して入力すること

により、印鑑登録証明書の交付を申請し、そ

の交付を受けることができる。 

（暗証番号の登録及び管理等） （暗証番号の登録及び管理等） 

第１０条の３ （略） 第１０条の３ （略） 

 （多機能端末機による印鑑登録証明書の申請

及び交付） 
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第１０条の４ 第１０条の規定にかかわらず、

印鑑の登録を受けている者は、多機能端末機

（地方公共団体情報システム機構の使用に

係る電子計算機を経由して市の使用に係る

電子計算機と電気通信回線で接続された通

信端末機で、当該端末機の操作により証明書

を発行する機能を有するものをいう。）に、

個人番号カード及び暗証番号（電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認証

業務に関する法律（平成１４年法律第１５３

号）第２条第５項に規定する利用者証明利用

者符号を利用するために用いるものとして

設定された暗証番号をいう。）を使用して必

要な事項を入力することにより、印鑑登録証

明書の交付を申請し、その交付を受けること

ができる。 

第２条 美濃加茂市印鑑条例の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

（印鑑登録証明書の申請） （印鑑登録証明書の申請） 

第１０条 （略） 第１０条 （略） 

 （端末機による印鑑登録証明書の申請及び

交付） 

 第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑

の登録を受けている者は、自ら証明書等の交

付を受けるための専用の端末機に印鑑登録

証及び暗証番号（印鑑登録証の不正な使用を

防止するために暗証として入力される番号

で、登録申請者又は印鑑の登録を受けている

者が市長に届け出たものをいう。次条におい

て同じ。）を使用して入力することにより、

印鑑登録証明書の交付を申請し、その交付を

受けることができる。 

 （暗証番号の登録及び管理等） 

 第１０条の３ 印鑑の登録を受けている者は、

前条の規定により印鑑登録証明書の交付を
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受けようとするときは、あらかじめ自ら市長

に暗証番号を書面で届け出なければならな

い。届け出た暗証番号を変更し、又は廃止し

ようとするときも同様とする。 

 ２ 市長は、暗証番号の登録又は変更の届出が

あつたときは、当該届出者が本人であること

及び当該届出が本人の意思に基づくもので

あることを確認するものとする。 

 ３ 前項の確認は、暗証番号の登録又は変更の

届出の事実について、郵送その他市長が適当

と認める方法により、当該暗証番号の登録又

は変更の届出者に対して文書により照会し、

その回答書を規則で定める期間内に暗証番

号の登録又は変更の届出者に持参させ、又は

暗証番号の登録又は変更の届出者自ら持参

することができないときは、委任の旨を証す

る書面を添えて代理人に持参させることに

よつて行うものとする。 

 ４ 市長は、暗証番号の登録又は変更の届出者

が自ら届け出た場合において、次に掲げる方

法のうちいずれかの方法によつて、第２項の

規定による確認をすることができると認め

るときは、前項の規定による確認の方法を省

略することができる。 

 (1) 官公署の発行した免許証、許可証又は身

分証明書で、本人の写真を貼付したものの

提示 

 (2) 本市において既に印鑑の登録を受けて

いる者により暗証番号の登録又は変更の

届出者が本人に相違ないことを保証され

た書面の提出 

 (3) その他市長が、届出者が本人であること

及び届出が本人の意思に基づくものであ

ると確認できる方法 

 ５ 市長は、前３項の規定による確認をしたと
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きは、暗証番号を登録又は変更するものとす

る。 

 ６ 市長は、登録し、又は変更した暗証番号を

適正に管理しなければならない。 

 ７ 印鑑の登録を受けている者は、届け出た暗

証番号を他に漏らしてはならない。 

 （多機能端末機による印鑑登録証明書の申請

及び交付） 

 （多機能端末機による印鑑登録証明書の申請

及び交付） 

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑

の登録を受けている者は、多機能端末機（地

方公共団体情報システム機構の使用に係る

電子計算機を経由して市の使用に係る電子

計算機と電気通信回線で接続された通信端

末機で、当該端末機の操作により証明書を発

行する機能を有するものをいう。）に、個人

番号カード及び暗証番号（電子署名等に係る

地方公共団体情報システム機構の認証業務

に関する法律（平成１４年法律第１５３号）

第２条第５項に規定する利用者証明利用者

符号を利用するために用いるものとして設

定された暗証番号をいう。）を使用して必要

な事項を入力することにより、印鑑登録証明

書の交付を申請し、その交付を受けることが

できる。   

第１０条の４ 第１０条の規定にかかわらず、

印鑑の登録を受けている者は、多機能端末機

（地方公共団体情報システム機構の使用に

係る電子計算機を経由して市の使用に係る

電子計算機と電気通信回線で接続された通

信端末機で、当該端末機の操作により証明書

を発行する機能を有するものをいう。）に、

個人番号カード及び暗証番号（電子署名等に

係る地方公共団体情報システム機構の認証

業務に関する法律（平成１４年法律第１５３

号）第２条第５項に規定する利用者証明利用

者符号を利用するために用いるものとして

設定された暗証番号をいう。）を使用して必

要な事項を入力することにより、印鑑登録証

明書の交付を申請し、その交付を受けること

ができる。 

  附 則 

 この条例中第１条の規定は令和２年１１月１日から、第２条の規定は公布の日か

ら起算して２年４月を超えない範囲内において規則で定める日から施行する。 
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議第５６号 

美濃加茂市手数料条例の一部を改正する条例について 

美濃加茂市手数料条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市手数料条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市手数料条例（平成１２年美濃加茂市条例第５号）の一部を次のように

改正する。 

改正後 改正前 

（免除） （免除） 

第５条 次に掲げるものは、手数料を徴収しな

い。 

第５条 次に掲げるものは、手数料を徴収しな

い。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

 (3) 官公署から請求されたもの  (3) 官公署から請求があったとき。 

 (4) 公用で使用するもの  (4) 公用で使用するとき。 

 (5) （略）  (5) （略） 

附 則 附 則 

（経過措置） （経過措置） 

２ （略） ２ （略） 

（多機能端末機を利用した場合の特例） 
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３ 令和２年１１月１日から令和４年３月３

１日までの間、多機能端末機（地方公共団体

情報システム機構の使用に係る電子計算機

を経由して市の使用に係る電子計算機と電

気通信回線で接続された通信端末機で、当該

端末機の操作により証明書を発行する機能

を有するものをいう。）を利用した交付にあ

っては、別表の規定にかかわらず、次の表の

左欄に掲げる手数料については、それぞれ同

表の右欄に掲げる金額とする。 

住民票写し等交付手数料 

２００円 
戸籍附票写し交付手数料 

租税公課証明書交付手数料 

印鑑登録証明書交付手数料 

別表（第２条関係） 別表（第２条関係） 

【別表（改正後）】 【別表（改正前）】 

【別表（改正前）】 

事務の種類 事務の内容 手数料の名称 単位 金額 

（略） 

６ 行政手続に

おける特定の

個人を識別す

るための番号

の利用等に関

する法律（平成

２５年法律第

２７号。以下こ

の項において

「法」という。）

の施行に関す

る事務 

１ 法第７条第１項の通知カ

ードの再交付（追記欄の余白

がなくなった場合、個人番号

若しくは住民票コードの変

更により返納した場合、市若

しくは地方公共団体情報シ

ステム機構の過失による誤

交付又は国外転出により返

納した場合を除く。） 

通知カード再

交付手数料 

１枚につ

き 

５００円

２ 法第２条第７項に規定す

る個人番号カードの再交付

（追記欄の余白がなくなっ

た場合、個人番号若しくは住

民票コードの変更により返

納した場合、市若しくは地方

公共団体情報システム機構

個人番号カー

ド再交付手数

料 

１枚につ

き 

８００円
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の過失による誤交付又は国

外転出により返納した場合

を除く。） 

（略） 

８ 各種証明等

に関する事務

（１の項から

７の項までに

掲げる事務に

関するものを

除く。）

（略） 

３ 土地地番図の閲覧及び写

しの交付 

土地地番図の

閲覧 

（縮尺：１，

０ ０ ０ 分 の

１） 

１筆又は

写し１枚

につき 

（紙媒体、

日本工業

規格Ａ列

３番） 

（略） 

土地地番図の

写しの交付

（縮尺：１，

０ ０ ０ 分 の

１） 

１筆又は

写し１枚

につき 

（紙媒体、

日本工業

規格Ａ列

３番） 

（略） 

（略） 

（略） 

【別表（改正後）】 

事務の種類 事務の内容 手数料の名称 単位 金額 

（略） 

６ 行政手続に

おける特定の

個人を識別す

るための番号

の利用等に関

する法律（平

成２５年法律

第２７号。以

下この項にお

いて「法」と

いう。）の施

法第２条第７項に規定する個

人番号カードの再交付（追記欄

の余白がなくなった場合、個人

番号若しくは住民票コードの

変更により返納した場合、市若

しくは地方公共団体情報シス

テム機構の過失による誤交付

又は国外転出により返納した

場合を除く。） 

個人番号カー

ド再交付手数

料 

１枚につ

き 

８００円
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行に関する事

務 

（略） 

８ 各種証明等

に関する事務

（１の項から

７の項までに

掲げる事務に

関するものを

除く。）

（略） 

３ 土地地番図の閲覧及び写

しの交付 

土地地番図の

閲覧 

（縮尺：１，

０ ０ ０ 分 の

１） 

１筆又は

写し１枚

につき 

（紙媒体、

日本産業

規格Ａ列

３番） 

（略） 

土地地番図の

写しの交付

（縮尺：１，

０ ０ ０ 分 の

１） 

１筆又は

写し１枚

につき 

（紙媒体、

日本産業

規格Ａ列

３番） 

（略） 

（略） 

（略） 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行する。ただし、附則の改正は、令和２年１１月１

日から施行する。 
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議第５７号 

   美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

   美濃加茂市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 美濃加茂市国民健康保険条例（平成１２年美濃加茂市条例第９号）の一部を次の

ように改正する。 

改正後 改正前 

（保険料の減免） （保険料の減免） 

第３７条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者のうち必要があると認められる者に

ついて保険料を減額し、又は免除することが

できる。 

第３７条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者のうち必要があると認められる者に

ついて保険料を減免することができる。 

 (1)・(2) （略）  (1)・(2) （略） 

２ 前項の規定によって保険料の減額又は免

除（以下「減免」という。）を受けようとする

者は、納期限までに次に掲げる事項を記載し

た申請書に減免を受けようとする理由を証

明する書類を添付して、市長に提出しなけれ

ばならない。 

２ 前項の規定によって保険料の減免を受け

ようとする者は、納期限までに次に掲げる事

項を記載した申請書に減免を受けようとす

る理由を証明する書類を添付して、市長に提

出しなければならない。 

 (1)～(3） （略）  (1)～(3） （略） 

３ （略） ３ （略） 

附 則 附 則 

（東日本大震災に係る被災居住用財産の敷

地に係る譲渡期限の延長の特例） 

（東日本大震災に係る被災居住用財産の敷

地に係る譲渡期限の延長の特例） 

７ （略） ７ （略） 
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（新型コロナウイルス感染症の影響により

収入の減少が見込まれる場合等における保

険料の減免） 

８ 令和２年２月１日から令和３年３月３１

日までの間に納期限（特別徴収の場合にあっ

ては、特別徴収対象年金給付の支払日。以下

この項において同じ。）が定められている保

険料の減免については、次の各号のいずれか

に該当する者は、第３７条第１項第１号に規

定する保険料（被保険者の資格を取得した日

から１４日以内に法第９条第１項の規定に

よる届出が行われなかったため令和２年２

月１日以降に納期限が定められている保険

料であって、当該届出が被保険者の資格を取

得した日から１４日以内に行われていたな

らば同年２月１日前に納期限が定められる

べきものを除く。）の減免の要件を満たすも

のとして、同項の規定を適用する。 

(1) 新型インフルエンザ等対策特別措置法

（平成２４年法律第３１号）附則第１条の

２第１項に規定する新型コロナウイルス

感染症（以下「新型コロナウイルス感染症」

という。）により、被保険者の属する世帯

の生計を主として維持する者（以下「主た

る生計維持者」という。）が死亡し、又は

重篤な傷病を負ったこと。 

(2) 新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、主たる生計維持者の事業収入、不動産

収入、山林収入又は給与収入（以下「事業

収入等」という。）の減少が見込まれ、次

のアからウまでの全てに該当すること。 

ア 主たる生計維持者の事業収入等のい

ずれかの減少額（保険金、損害賠償等に

より補填されるべき金額があるとき

は、当該金額を控除した額を控除した

額）が前年の当該事業収入等の額の１
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０分の３以上であること。 

イ 主たる生計維持者の前年の地方税法

第３１４条の２第１項に規定する総所

得金額及び山林所得金額並びに国民健

康保険法施行令第２７条の２第１項に

規定する他の所得と区別して計算され

る所得の金額（地方税法第３１４条の

２第１項各号及び第２項の規定の適用

がある場合には、その適用前の金額）の

合計額が１，０００万円以下であるこ

と。 

ウ 減少することが見込まれる主たる生

計維持者の事業収入等に係る所得以外

の前年の所得の合計額が４００万円以

下であること。 

９ 前項の場合における第３７条第２項の規

定の適用については、同項中「提出しなけれ

ばならない」とあるのは、「提出しなければ

ならない。ただし、市長はこれにより難い事

情があると認めるときは、この限りでない」

とする。 

附 則 

 この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第８項及び第９項の規定は、令

和２年２月１日から適用する。 
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議第５８号 

   美濃加茂市介護保険条例等の一部を改正する条例について 

 美濃加茂市介護保険条例等の一部を改正する条例を下記のとおり制定する。 

  令和２年６月８日提出 

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一   

記 

美濃加茂市介護保険条例等の一部を改正する条例 

 （美濃加茂市介護保険条例の一部改正） 

第１条 美濃加茂市介護保険条例（平成１２年美濃加茂市条例第１０号）の一部を

次のように改正する。 

改正後 改正前 

（保険料率） （保険料率） 

第２条 平成３０年度から令和２年度までの

各年度における保険料率は、次の各号に掲げ

る第１号被保険者（介護保険法（平成９年法

律第１２３号。以下「法」という。）第９条

第１号に規定する第１号被保険者をいう。以

下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号に

定める額とする。 

第２条 平成３０年度から平成３２年度まで

の各年度における保険料率は、次の各号に掲

げる第１号被保険者（介護保険法（平成９年

法律第１２３号。以下「法」という。）第９

条第１号に規定する第１号被保険者をいう。

以下同じ。）の区分に応じそれぞれ当該各号

に定める額とする。 

 (1)～(16) （略）  (1)～(16) （略） 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る令和２年度

における保険料率は、同号の規定にかかわら

ず、１９，４４０円とする。 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者につ

いての保険料の減額賦課に係る平成３１年

度及び平成３２年度における保険料率は、同

号の規定にかかわらず、２０，０８０円とす

る。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る令和２年度における保険料率について

準用する。この場合において、前項中「１９，

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１

号被保険者についての保険料の減額賦課に

係る平成３１年度及び平成３２年度におけ

る保険料率について準用する。この場合にお
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４４０円」とあるのは、「３２，４００円」

と読み替えるものとする。 

いて、前項中「２０，０８０円」とあるのは、

「３３，０４０円」と読み替えるものとする。

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第

１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る令和２年度における保険料率につい

て準用する。この場合において、第２項中「１

９，４４０円」とあるのは、「４５，３６０

円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第

１号被保険者についての保険料の減額賦課

に係る平成３１年度及び平成３２年度にお

ける保険料率について準用する。この場合に

おいて、第２項中「２０，０８０円」とある

のは、「４６，０００円」と読み替えるもの

とする。 

（保険料の減免） （保険料の減免） 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者のうち必要があると認められるもの

に対し、保険料を減額し、又は免除する。 

第１１条 市長は、次の各号のいずれかに該当

する者のうち必要があると認められるもの

に対し、保険料を減免する。 

 (1)～(4) （略）  (1)～(4) （略） 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、保険料を減

額し、又は免除することについて特別の理

由と認められたとき。 

 (5) 前各号に掲げるもののほか、保険料を減

免することについて特別の理由と認めら

れたとき。 

２ 前項の規定により保険料の減免を受けよ

うとする者は、普通徴収の方法により保険料

を徴収されている者については納期限まで

に、特別徴収の方法により保険料を徴収され

ている者については特別徴収対象年金給付

の支払に係る月の前々月の１５日までに、次

に掲げる事項を記載した申請書に減額又は

免除（以下「減免」という。）を受けようと

する理由を証明する書類を添付して、市長に

提出しなければならない。 

２ 前項の規定により保険料の減免を受けよ

うとする者は、普通徴収の方法により保険料

を徴収されている者については納期限まで

に、特別徴収の方法により保険料を徴収され

ている者については特別徴収対象年金給付

の支払に係る月の前々月の１５日までに、次

に掲げる事項を記載した申請書に減免を受

けようとする理由を証明する書類を添付し

て、市長に提出しなければならない。 

 (1)～(3) （略）  (1)～(3) （略） 

３ （略） ３ （略） 

附 則 附 則 

（改正法附則第１４条に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業に関する経過措置） 

（改正法附則第１４条に規定する介護予防・

日常生活支援総合事業に関する経過措置） 
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第７条 （略） 第７条 （略） 

（新型コロナウイルス感染症の影響により

収入の減少が見込まれる場合等における保

険料の減免） 

第８条 令和２年２月１日から令和３年３月

３１日までの間に納期限（特別徴収の場合に

あっては、特別徴収対象年金給付の支払日。

以下この項において同じ。）が定められてい

る保険料（第１号被保険者の資格を取得した

日から１４日以内に法第１２条第１項の規

定による届出が行われなかったため令和２

年２月１日以降に納期限が定められている

保険料であって、当該届出が第１号被保険者

の資格を取得した日から１４日以内に行わ

れていたならば同年２月１日前に納期限が

定められるべきものを除く。）の減免につい

ては、次の各号のいずれかに該当する者は、

第１１条第１項第３号に規定する保険料の

減免の要件を満たすものとして、同項の規定

を適用する。 

(1) 新型インフルエンザ等対策特別措置法

（平成２４年法律第３１号）附則第１条の

２第１項に規定する新型コロナウイルス

感染症（以下「新型コロナウイルス感染症」

という。）により、第１号被保険者の属す

る世帯の生計を主として維持する者（以下

「主たる生計維持者」という。）が死亡し、

又は重篤な傷病を負ったこと。 

(2) 新型コロナウイルス感染症の影響によ

り、主たる生計維持者の事業収入、不動産

収入、山林収入又は給与収入（以下「事業

収入等」という。）の減少が見込まれ、次

のア及びイに該当すること。 

ア 主たる生計維持者の事業収入等のい

ずれかの減少額（保険金、損害賠償等に
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より補填されるべき金額があるときは、

当該金額を控除した額）が前年の当該事

業収入等の額の１０分の３以上である

こと。 

イ 減少することが見込まれる主たる生

計維持者の事業収入等に係る所得以外

の前年の所得の合計額が４００万円以

下であること。 

２ 前項の場合における第１１条第２項の規

定の適用については、同項中「提出しなけれ

ばならない」とあるのは、「提出しなければ

ならない。ただし、市長は、これにより難い

事情があると認めるときは、この限りでな

い」とする。 

（美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 美濃加茂市介護保険条例の一部を改正する条例（平成３１年美濃加茂市条

例第１８号）の一部を次のように改正する。 

改正後 改正前 

   附 則    附 則 

 （施行期日）  （施行期日） 

１ （略） １ （略） 

２ この条例による改正後の美濃加茂市介護

保険条例第２条の規定は、令和元年度以後の

保険料から適用し、平成３０年度までの保険

料については、なお従前の例による。 

２ この条例による改正後の美濃加茂市介護

保険条例第２条の規定は、平成３１年度以後

の保険料から適用し、平成３０年度までの保

険料については、なお従前の例による。 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行し、改正後の附則第８条の規定は令和２年２月

１日から、改正後の第２条及び次項の規定は令和２年４月１日から適用する。 

 （経過措置） 

２ 改正後の第２条の規定は、令和２年度分の保険料について適用し、令和元年度

分までの保険料については、なお従前の例による。 
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議第５９号 

令和２年度美濃加茂市一般会計補正予算（第５号） 

令和２年度美濃加茂市の一般会計補正予算（第５号）は、次に定めるところによ

る。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，４２７，０４９千円を追加し、

歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ３０，８２１，００８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入

歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （地方債の補正） 

第２条 地方債の変更は、「第２表 地方債補正」による。 

令和２年６月８日提出 

                    美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 
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議第６０号

防災情報伝達システム整備工事の請負契約の締結について

美濃加茂市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（昭

和３９年美濃加茂市条例第４号）第２条の規定により、次のとおり請負契約を締結

することについて、議会の議決を求める。

令和２年６月８日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一

１ 契約の目的  防災情報伝達システム整備工事 

２ 契約の方法  一般競争入札 

３ 契約金額   金８３６，８９４，４４４円 

４ 契約の相手方 株式会社 ＮＴＴフィールドテクノ東海支店 

取締役東海支店長  小 林 康 雄 
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議第６１号

美濃加茂市農業委員会委員に占める認定農業者等又はこれらに準ずる

者の割合を４分の１以上とすることについて

 令和２年７月２０日に任期満了となる美濃加茂市農業委員会委員の後任の委員の

選任に当たり、農業委員会等に関する法律（昭和２６年法律第８８号）第８条第５

項ただし書及び農業委員会等に関する法律施行規則（昭和２６年農林省令第２３号）

第２条第２号の規定により、美濃加茂市農業委員会委員に占める認定農業者等又は

これらに準ずる者の割合を４分の１以上としたいので、議会の同意を求める。

  令和２年６月８日提出

美濃加茂市長  伊 藤 誠 一  
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議第６２号 

美濃加茂市教育委員会委員の任命について 

 美濃加茂市教育委員会の委員に下記の者を任命したいから、地方教育行政の組織

及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２号）第４条第２項の規定により、

議会の同意を求める。 

令和２年６月８日提出 

                                 美濃加茂市長  伊 藤 誠 一 

                記 

住  所  美濃加茂市中富町２丁目２番３４号 

氏  名  髙 野 光 泰 

生年月日  昭和３９年６月１９日 
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